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【研究要旨】

本研究班全体の目的である、第 8 期障害福祉計画の「精神障害にも対応した地域包括

ケアシステムの構築」（以下、「にも包括」構築）分野における成果目標及び活動指標の

見直しに向けて、今年度は自治体が「にも包括」全体を見据えて障害福祉計画を策定

し、自治体事業と成果目標・活動指標の論理的連関の理解を支援するような「にも包

括」構築推進のロジックモデルを作成し、本報告ではその作成過程を記す。

第 7 期の成果目標である「精神病床からの退院率、地域平均生活日数、長期入院患者

数」は、精神医療分野のアウトカム指標と一致した設定であるものの、障害福祉側の主

体的な活動との関連が弱く、市町村レベルでの障害福祉計画の指標としては活用しづら

い面があり、市町村の障害福祉施策として実効性のある活動に関連する指標の設定が望

まれている。また、にも包括が多機関、他部署との連携により包括的に構築されていく

必要があり、全体像やゴールの共有、ゴールと連関感がある事業モニタリングをするの

に有用なツールとしてロジックモデルを作成することとなった。

自治体での実利用を念頭に、ロジックモデルの活動の主体を自治体に設定し、モデル

の構成要素は、インプット、アクティビティ、アウトプット、アウトカムという標準的

な要素を採用した。最終アウトカムは、「にも包括」の理念である「精神障害の有無に

かかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすこと」ができている状態を設定し、その

手前に、短期から中期の事業効果を評価できる初期アウトカムおよび中間アウトカムを

設定した。構成要素のそれぞれの項目には、にも包括の政策資料や自治体職員作成の

「にも包括業務一覧」、障害福祉計画の成果目標・活動指針などから網羅的に抽出し、

またその評価指標を設定して暫定モデルを作成した。さらに、活動主体である自治体や

精神障害当事者のインタビューを実施し、意見を反映させた修正を行い、実際に活用で

きるロジックモデルを目指した。来年度は本モデルをより活用しやすい形に改定すると

ともに現場活用を支援する参考資料の作成にも取り込む予定である。
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A. 研究の背景と目的

本研究班では第 8 期障害福祉計画における

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステ

ムの構築」（以下、「にも包括」構築）の分野

における成果目標及び活動指標の効果的な見

直しに資する研究を行っている。第 7 期の成

果目標は、「精神病床からの退院率、地域平

均生活日数、長期入院患者数」である。医療

計画における精神医療分野のアウトカム指標

と一致させて設定されており、精神医療と地

域の受け皿である障害福祉サービスが相補的

な活動をしながら長期入院者の地域移行を推

進することが意図されている。活動指標もこ

れに対応し、地域移行のための基盤整備を意

識したものとなっている（協議の場の開催回

数・保健、医療、福祉、介護、当事者、家族

等の参加者数・協議の場における目標設定及

び評価の実施回数、地域移行支援・地域定着

支援・共同生活援助・自立支援援助・自立訓

練（生活訓練）の利用者数、精神病床からの

退院患者の退院先（都道府県のみ））。しかし

ながら、精神病床からの退院を中心とするア

ウトカム指標は、精神医療側の活動による影

響に比べると障害福祉側の主体的な活動との

関連が弱い。また医療計画は都道府県のみが

作成するため、成果目標となる指標値は都道

府県単位でしか集計されない。その結果、市

町村レベルでの障害福祉計画の指標としては

活用しづらさがあった。したがって、第 8 期

の成果目標・活動指標としては、市町村レベ

ルで成果をモニタリング可能であること、市

町村の障害福祉施策として実効性のある活動

に焦点が当たっているものであることが望ま

れる。

また「にも包括」とは「精神障害の有無に

かかわらず、誰もが安心して自分らしく暮ら

すことができるよう、医療、障害福祉・介

護、住まい、社会参加（就労など）、地域の

助け合い、普及啓発（教育など）が包括的に

確保」することであり、自治体は長期入院者

の地域移行の推進を障害福祉計画のひとつの

軸としつつも、精神障害者やメンタルヘルス

に課題をもつ住民の地域生活支援に向けた活

動にも取り組む必要がある。そのためには、

医療、福祉、保健予防、普及啓発、まちづく

りまで、メンタルヘルスに関連する多様な施

策が集合的に力を合わせる必要がある。つま

り障害福祉計画は単体としてではなく、他計

画や事業を包含した全体計画のなかで障害福

祉計画の事業が果たす役割や守備範囲が何で

あるかと逆算して成果目標や活動指標を立て

る思考が求められる。しかしながら、個々の

事業は別々の部・課が所管している自治体行

政において、「にも包括」の全体像を共有す

ることは一般に困難である。

これらの政策全体像やゴールの共有、ゴー

ルを意識した事業モニタリングの有力なツー

ルがロジックモデルである。ロジックモデル

とは個々の事業が意図している成果を達成す

るまでの論理的な過程を体系的に図示したも

のであり、事業の相互関係の可視化、不足し

ている事業領域の発見、政策の関係者との共

有、事業評価のモニタリングなどにおいて効

果を発揮する。ロジックモデルは、根拠に基

づいた政策立案（Evidence-based Policy 
Making, EBPM）のツールとして、医療計

画、障害福祉計画の策定への活用が推奨され

ているが、自治体単独での作成は困難であ

り、作成事例は一部の都道府県（医療計画）

や市町村（介護保険事業）に限られている。

筆者らの知る限り、「にも包括」領域におけ

るロジックモデルの作成は行われていない。

そこで、本研究班では、自治体が「にも包

括」全体を見据えて障害福祉計画を策定し、

自治体事業と成果目標・活動指標の論理的連

関の理解を支援するような「にも包括」構築

推進のロジックモデルを作成することとし

た。本報告書では、ロジックモデルの作成過

程を記す。

B.方法

本研究では、自治体のためのロジックモデ
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ルの作成手順として、ロジックモデルの条件

設定、研究班によるモデル作成、自治体職員

のインタビューによるモデルの修正・指標の

追加、モデルの評価の 4 つの作業を行った。 
１）ロジックモデルの条件設定

ロジックモデルは、目的や分野によって形

式が異なる。同じ政策課題のロジックモデル

であっても、活動から結果までをどのように

論理的過程として分解するかについては自由

度が高いため、利用目的から逆算した条件設

定を事前に行うことが重要である。本研究で

は、成書 1,2、公開資料 3-5、先行研究 6-8を吟

味の上、モデル全体の形式、アクティビティ

の主体と範囲、最終アウトカム、初期・中間

アウトカムについて、できるだけ事前に条件

を定める方針をとった。

２）研究班によるモデルの作成

「にも包括」に関連する様々な資料からロジ

ックモデルのインプット、アクティビティ、

アウトプット、アウトカムになりうる具体的

項目を抽出し、グループ化した。同時にアウ

トプットおよびアウトカムについては、各項

目の進捗のモニタリングに利用しうる数量的

指標をオープンデータや先行研究から収集し

た。

３）モデルの修正・指標の追加

自治体職員インタビューで、上記資料には出

てこない自治体現場で想定されるアクティビ

ティ、初期アウトカムの候補、および評価指

標のデータソースを収集した。

自治体職員および精神当事者のインタビュ

ーにおいて収集した意見をもとに研究班でモ

デル修正を行った。

４）モデルの評価

自治体職員インタビュー、当事者のイン

タビューからモデルの評価を行った。前者で

は自治体の視点からみた最終アウトカムの適

切さ、ロジックモデルの条件設定についても

意見を得た。後者からは、アウトカムの適切

さ、当事者としてのニーズを聴取した。また

ロジックモデルと自治体計画の対応関係につ

いて厚生労働省の精神障害保健課の担当官と

意見交換を行った。

本研究は国立研究開発法人国立精神・神経

医療センター倫理委員会の承認を受けて実施

した（承認番号 B2023-117）。 

C.結果／進捗

１）ロジックモデルの条件設定

モデルの形式（図１）、アクティビティの

主体と範囲、最終アウトカム、初期・中間ア

ウトカムについて以下のように条件を設定し

た。

・モデルの形式：インプット、アクティビテ

ィ、アウトプット、アウトカムという標準的

な構成要素を採用した。また「にも包括」構

築のプロセスは部署横断的・多事業集約的で

あるため、最終アウトカムに向けて複数の領

域・経路で事業が進むツリー状の形式を選択

した。インプットとは人材や場所、予算など

アクティビティを生み出すための基盤、アク

ティビティは「にも包括」構築に向けた活

動、アウトプットはアクティビティの実施回

数や規模、アウトカムはアクティビティを受

けた側に生じる結果をそれぞれ示す。後述す

るようにアウトカムには最終アウトカムとそ

こに至る過程でより早期に達成されるべき初

期・中間アウトカムの複数段階を設定した。

・アクティビティの主体と範囲：本研究の目

的は行政機関で利用できるロジックモデルの

提案であるため、活動主体すなわちモデルの

インプット、アクティビティ、アウトプット

はすべて自治体、なかでも市町村の「にも包

括」構築を担当する主管課を想定し、精神医

療、精神障害福祉、精神健康増進・予防など

の分野を超えて「にも包括」構築と関連する

アクティビティを収集した。個々のアクティ

ビティについては行政事業化されている活動
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にしぼって収載するアプローチも検討した

が、精神分野は行政事業化されている取組が

少なく、潜在的に必要とされるアクティビテ

ィを収集していくことが必要であるため、自

治体職員が行っている目に見えない活動や未

実施だが必要と思われる自治体活動も積極的

に収集した。

・最終アウトカム：最終アウトカムはロジッ

クモデルの最終的なゴール像を言語化したも

のであり、ロジックモデルの羅針盤の役割を

果たす。すべてのアクティビティはこの最終

アウトカム達成に寄与しうるものでなくては

ならない。「にも包括」の目標理念は「精神

障害の有無にかかわらず、誰もが安心して自

分らしく暮らすこと」ができている状態であ

り、この状態の客観的具現として、精神障害

の当事者と一般市民による精神健康や主観的

な生活の質をおいた。

・初期・中間アウトカム：中間アウトカム

は、最終アウトカムを達成するための論理的

な通過地点にあり、最終アウトカムよりも早

期に達成すべき状態である。初期アウトカム

は中間アウトカムよりもさらに手前にあり、

アクティビティによって相手側に生じる最初

の変化の兆候を表す。一般に最終アウトカム

の指標に変化が生じるまでには中長期的な事

業サイクルが必要である。また最終アウトカ

ムの指標値は、注目しているアクティビティ

以外の影響も受けるため最終アウトカムのモ

ニタリング単独で事業評価を行うことは難し

い。したがって、短期から中期の事業効果を

評価でき、適切な初期・中間アウトカムを設

定しておくことが必要である。ロジックモデ

ルが絵に描いた餅にならないためには、アク

ティビティの担い手にとって論理的なつなが

りに納得感が持てる初期・中間アウトカムを

見出すことが重要である。自治体のアクティ

ビティは精神障害の当事者や住民を直接支援

するものは一部であり、大半は地域のサービ

ス提供者や住民環境に働きかけるものであ

る。したがって、中間アウトカムの設定にお

いては、各種のアクティビティが地域のサー

ビス提供者や住民環境に作用し、それらが一

般住民や地域在住障害者、長期入院者に波及

して、結果として最終アウトカムを達成して

いくというエコロジカルな考え方を提案した

（図 2）。 

多くのアクティビティは、庁内他部署、外

部機関、地域の環境などへとまずアウトプッ

トされ、環境としての「にも包括」を構築す

るという中間アウトカムを生じる。初期アウ

トカムはそのような環境変化の最終の兆候で

ある。初期アウトカムを自治体や地域関係者

が体感できることはこれら機関の動機づけに

なる重要な要素であるが、外部の研究者が適

切なものを見つけ出すことは困難である。そ

こで自治体職員に「どのような時に『にも包

括が達成されつつある』と実感するか」をイ

ンタビューし、現場で納得できる初期アウト

カムの例を収集した。

２）研究班によるモデルの作成

「にも包括」に関連する法令・事業の領域を

網羅的に収集し、相互関係を図解することに

より、領域全体を理解した（臼田報告書参

照）。その上で既存資料（表 1）を収集し、

ロジックモデルのたたき台を作成するための

項目を収集した。抽出した要素は、働きかけ

を行う主体である自治体側項目（インプッ

ト・アクティビティ・アウトプット、計 100
件程度）と、働きかけを受ける地域環境や住

民側（中間アウトカム・最終アウトカム、計

150 件程度）側で大別してから、中間アウト

カムの領域別に分類した。障害福祉計画、医

療計画、健康増進計画などの計画は互いに領

域の重複がある一方で、どの計画にもカバー
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されないアウトカム領域もありえる。そのた

め中間アウトカムは行政計画ごとには立てず

に、MECE（Mutually Exclusive 
Collectively Exhaustive）な領域わけを住民

の生活を中心に行うことをこころみた。

アウトプット、アウトカムを量的に評価す

る数値指標を、政府統計の総合窓口（e-
Stat）などから収集した。最終アウトカムの

測定方法としては、国際的に使用されている

自記式アウトカムスケールである社会的ケア

関連 QOL 尺度（Adult Social Care 
Outcomes Toolkit, ASCOT）日本語版 9,10、

精神医療領域の Recovering Quality of Life
（ReQoL）日本語版 11を採用した。班会議

の議論を通じて修正・追加を行い、暫定モデ

ルを作成した。

３）モデルの修正・指標の追加

自治体職員のインタビューより、アクティ

ビティ項目として、保健所および市町村にお

ける精神保健福祉業務運営要領に記載された

業務内容を基礎とした上で、精神保健福祉相

談、協議会の運営状況（回数・参加者数・他

協議会との連動の有無、他部署・機関とのケ

ア会議の実施、地域移行支援等のサービス給

付の周知、自助組織への支援、こころのサポ

ーター養成、各種啓発事業および研修の実

施、入院中の生活保護受給者への訪問、入院

者訪問支援事業における訪問、行政統計とし

て国などに報告している内容に限らない幅広

い活動が挙げられた。これらの実施回数（ア

ウトプット指標）ついては自治体内で適時算

出ができる。

 初期・中間アウトカムである地域の支援

環境構築の評価指標として、関係者・関係部

署の実感・認識を含められる可能性が自治体

へのインタビューを通して明らかになった。

すなわち、「『にも包括』の理念や考え方が浸

透している」「連携して精神保健相談に対応

できている」「相談支援への困難感が減少す

る」「協議の場が有機的に運営できている

（例：地域の課題を適切に把握し、参加者が

主体的に協議できている）と実感する」と協

議の場の中で生じる変化が確認できることが

「にも包括」の推進に資すると考えられてい

た。また「当事者や家族がピアサポート活動

を身近に感じて利用できる」「自殺未遂者や

長期入院患者など地域生活が安定しにくい住

民に対しても多機関チームで支援に取り組め

る」「往診などアウトリーチ支援が必要な住

民に提供できる」といった取り組みを通じ

て、当事者が希望する支援を適時適切に受け

られているという実感が高まることにつなが

るのではないかという意見が挙げられた。住

民に対しては「メンタルヘルスに関する相談

ができる機関の情報を知っている」「メンタ

ルヘルス課題で困っている人に声を掛けられ

る」といった過程を経て、「住民のメンタル

ヘルスリテラシーが高まること」につながる

のではないかと考えられていた。

４）モデルの評価

自治体インタビューからは、研究班作成の

ロジックモデルの効果として、関係者の共通

認識の醸成・課題解決の活動立案の促進・継

続性の確保、全体像を意識した進捗把握、計

画評価の妥当性向上などが上がった。担当部

署から地域へのエコロジカルな事業効果波及

のモデルは概ね理解しやすいとの評価であっ

た。また住民の体験を中心に最終アウトカム

を捉えることも自治体職員の価値観としても

違和感のないものであった。他方で、ロジッ

クモデルを実際の業務に活用するには、最終

アウトカムの住民体験を含む情報収集の負荷

が大きいこと、自治体の地域課題や将来ビジ

ョンに応じた個別性と調和させる方策、マニ

ュアルの準備、段階的な導入などが課題とし

て挙がった。インタビューから市町村で取り
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組みやすいアクティビティ領域は、精神健康

のための教育、普及啓発、精神保健福祉相

談、連携を促進する活動や仕組み作りである

と推察された。 
 当事者インタビューでは、住民の体験を中

心とする最終アウトカムについての意見、ア

クティビティに関しての希望を話していただ

き、研究班作成のロジックモデルを評価し

た。住民の体験を中心とする最終アウトカム

については賛同が得られたが、中でも精神疾

患への差別やスティグマが解消され、個人と

して自分らしく地域生活ができること（リカ

バリー）の重要性が話された。自治体のアク

ティビティとしては、障害福祉サービスに関

する情報収集や利用アクセスの困難さの解

消、協議会のあり方の見直しなどが挙がっ

た。 
 厚生労働省の担当課との意見交換では、障

害福祉計画で取り扱うアクティビティの範囲

としては、普及啓発/地域の助け合い促進の

事業、相談支援の実施・体制強化、連携を促

進する活動や仕組みづくり、障害福祉サービ

スへの働きかけ、長期入院者への働きかけや

権利擁護、地域で住まいを確保しやすくする

働きかけなどが考えられることが話された。

上記修正や評価を経て構築した本年度終了時

点のロジックモデル（図３）と評価指標候補

（表２、表３）を末尾に示した。 
 
D.考察 
ロジックモデルの強みについて 

本研究は、障害福祉計画「にも包括」構

築分野の成果目標・活動指標の見直しに向け

たロジックモデルの開発を行った。自治体で

の実利用を念頭に作成した我々のロジックモ

デルは以下の特徴を有する。第一の特徴は、

アクティビティの中心を自治体（市町村）に

固定したことである。「にも包括」の構築は

自治体だけで達成するものではないが、特に

障害福祉計画における構築では、計画主体で

ある自治体が医療福祉事業者を含む地域の支

援者・団体・一般住民に働きかけていかなく

てはならない。アクティビティを自治体に制

約することによって、自治体の果たすべき潜

在的役割、事業化している領域・されない領

域、取組の実現に必要なインプット（人材・

予算）といった課題発見的視点が提供され

る。またアクティビティ主体を自治体に限定

したことは、自治体が地域環境に働きかけ、

地域環境が個々の精神健康に寄与するという

エコロジカルな視点による中間アウトカム設

定にもつながった。この設定方法は各事業が

果たす役割を関係者と共有するうえで有利で

あると考えられた。 
第二の特徴は、最終アウトカムを当事者

や住民の体験としたことである。「にも包

括」の名称は自治体に浸透しつつあるが、ど

のような状態になれば「にも包括」が構築さ

れたといえるのかは、具体的に定められてお

らず理念の具体像は浸透していない。本研究

では、昨年度の森山分担報告に基づき、当事

者や住民の体験を「にも包括」ロジックモデ

ルの最終アウトカムとした。この考え方は高

齢者の地域包括ケアシステム構築等のロジッ

クモデルと同様でもあり、自治体職員や当事

者のインタビューにおいても支持が得られて

いる。 
障害福祉計画との関係性 

「にも包括」ロジックモデルに本厚労科

研のテーマである障害福祉計画を位置づけて

みると何が見えてくるだろうか？まず現状の

第７期成果目標は、やはり精神医療領域を中

心とする中間アウトカムとして位置付けられ

るのが最も適当であろう。図３のロジックモ

デル図では、政策的含意も反映して暫定的に

中間アウトカムと最終アウトアムの中間に配

置している。活動指標のなかの障害福祉サー

ビスの利用者数は、地域の事業者の活動量で

あって自治体の活動量ではないため、障害福

祉サービス領域の中間アウトカムとなるだろ

う。市町村による何らかのアクティビティに

よって障害福祉サービスの利用者数を操作す
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ることは現実的には困難であり（自治体イン

タビューより）、多くの自治体においては活

動指標を動かす動力が十分に作用していない

可能性が高いだろう。他方、協議の場の運営

主体は自治体であることから、活動指標とし

てはより適切であると考えられる。ロジック

モデルの作成により協議の場の運営の結果と

しての初期・中間アウトカムに相当する指標

の不在が課題であることが浮かび上がる。ま

た市町村の行いやすいアクティビティとし

て、普及啓発、ピアサポーター、スティグマ

対策などが自治体インタビューで挙げられ

た。これらは「にも包括」領域の重要なアク

ティビティであり、活動指標として追加する

ことで自治体による取り組みの活性化が期待

できる。 
課題・限界 

臼田分担報告でまとめられた「にも包

括」の全体像と見比べると本ロジックモデル

に収載しきれていない領域があり、今後必要

に応じて補完が必要である。評価指標につい

ても、できる限り収集し、自治体インタビュ

ーにおいて新たな指標候補の提案を得たもの

のまだ設定できていない項目もまだあり、既

存データの二次利用だけでは不十分である。

また行政報告例等のデータは自治体の活動指

標として潜在的に利用できるものであるが、

自治体ごとに集計基準が異なり現状のデータ

では比較可能性に課題がある。最終アウトカ

ムとしての当事者や住民の体験を測定する尺

度についても研究班で選択して収載している

が、実施するには新たな調査の実施が必要で

あり自治体に一定の人的エフォートを要す

る。 
本モデルは想定しうるすべてのアクティ

ビティと中間アウトカムをひとつに集大成し

たものである。実際には自治体ごとに地域特

性や優先課題を定めたロジックモデルのトリ

ミングや部分の作り込み、人的資源や予算規

模に合わせたインプットやアクティビティの

設定が必要である。研究班のロジックモデル

を参考にしながら、協議の場において地域の

支援者や当事者らと協働で地域ならではのロ

ジックモデルを作っていくこと自体が地域の

「にも包括」の規範的統合を促し、事業を前

進させる。来年度は本モデルの現場活用を支

援する参考資料の作成にも取り込む予定であ

る。 
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図３：本年度終了時点でのロジックモデル 

 

表２ 最終アウトカムの評価指標候補 

 

表３ アクティビティ・アウトプット・初期・中間アウトカムの評価指標候補 
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